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Ⅰ 口蹄疫について



○ 伝播力がきわめて強く、発病に伴う発育障害、運動障害及び泌乳障害により、経済的被害はき
わめて大きい

○ 国あるいは地域ごとに家畜、畜産物等に厳しい輸入制限が課され、国際流通にも大きな影響を
及ぼす

○ 家畜伝染病予防法において「法定伝染病」に指定し、患畜・疑似患畜は、殺処分を義務付け
殺処分した疑似患畜については、国が当該家畜の評価額の４／５を発生農場に交付

口蹄疫について

感染した家畜の摘発・淘汰による処分が、
本病の清浄化のための基本

きわめて強い伝播力
甚大な経済被害

発病後の発育障害、運動障害、
泌乳障害

国際流通への影響

我が国からの牛肉・豚肉の輸出額
牛肉：45億円
豚肉： 4億円 （いずれも平成21年度）

家畜の感染症に関する国際機関であるOIE（国際獣疫事務局）が最も警戒する感染症の１つ

感染後に回復した牛やワクチン接種牛は、ウイ
ルスを長期間保有し、新たな感染源となる
（キャリアー化）

口蹄疫ウイルスには７種類のタイプ（血清型）
があるが、相互にワクチンが全く効かない
ウイルス抗原は変異を起こしやすい

ワクチンのみでは本病の根絶は困難



○ 近年の英国、韓国等における発生時にも殺処分による清浄化を実施

○ ＯＩＥコード上、口蹄疫清浄国は、ワクチン非接種清浄国とワクチン接種清浄国に分類

○ 欧州、北米、豪州等は、ワクチン接種によらず、清浄性を維持する方針。一方、南米諸国は、
ワクチン接種により清浄化を目指す方針

諸外国の対応例について

2010年7月20日現在

＝非清浄国のうち、現在口蹄疫の発生している国

＝ワクチン接種清浄国(1カ国）

＝非清浄国

＝清浄国(ワクチン非接種：62カ国）

【韓国】
①2010年1月～3月：約6千頭処分
②2010年4月～6月：約5万頭処分

【台湾】
①1997年3月～7月：約385万頭処分
②2009年2月～：約1千頭処分

【英国】
①2001年2月～9月
：約650万頭処分

②2007年8月～9月
：約2千頭処分

【オランダ】
2001年3月～4月
：約27万頭処分

ワクチン非接種
清浄国

○過去12か月間、口蹄疫の発生がない
○過去12か月間、口蹄疫ワクチン接種が実施されていない

ワクチン接種
清浄国

○過去２年間、口蹄疫の発生がない
○定期的なワクチン接種が口蹄疫予防の目的で実施されている

（参考）ＯＩＥコードにおける規定



Ⅱ 2000年の発生及び教訓を

踏まえた対応について



○ 2000年３月25日、宮崎県宮崎市の肉用牛肥育農家（飼養頭数10頭）の飼養牛について、疑似
患畜と診断。以降、合計で宮崎県３戸35頭、北海道で１戸705頭を殺処分（豚での感染はなかっ
た。）。

○ 抗体検査や感染実験の結果、原因となったウイルスの感染力・伝播力が弱いことが判明。ま
た、侵入源は中国産麦わらが他の要因に比べて最も可能性が高いとされた。

2000年の口蹄疫発生について①

10年前の発生状況

農 場 診断日
殺処分
完了日

殺処分
頭数

移動制限
区域設定

宮崎 Ａ農場 ３／25 ３／26 10
３／25～
４／22

Ｂ農場 ４／３ ４／４ ９
４／３～
４／25

Ｃ農場 ４／10 ４／10 16
４／９～
５／２

北海道 Ｄ農場 ５／11 ５／15 705
５／11～
６／９

・ 牛での病原性は弱く、黒毛和種の同居感染は成
立しても、乳牛の同居感染は成立しなかった。ウイ
ルス接種牛においても、典型的な病変である水疱
形成はなく、乳牛ではほとんど症状を示さなかった。

・ 豚では、感染により典型的な症状を示し、同居感
染も成立した。

分離されたウイルスを用いた感染実験

・ 初発農場で使用されていた中国産麦わらが他の要
因に比べ侵入源として最も可能性が高い。

・ 北海道の発生農場と宮崎県の発生農場とを関連づ
ける事実は確認できず、その感染経路を推定するこ
とは困難。

疫学調査結果



○ 2000年における口蹄疫の発生を踏まえ、同年７月に今後における輸入検疫及び国内防疫の
あり方について、広く有識者の意見を聴取するため、家畜防疫に関する研究会を設置。

○ 同研究会は、患畜等のと殺、焼埋却について、畜産経営の大規模化が進行している中で、家
畜防疫員が自ら実施できるようにすべきこと等を提言。これを受け、患畜等のと殺、焼埋却につ

いて、家畜防疫員自ら実施できること等を定めた家伝法の改正法案が提出され、可決・成立。

2000年の口蹄疫発生について②

【初動防疫体制の強化】
・ 患畜等のと殺、焼埋却について、所有者自らでは短
期間に実施することが困難な場合等家畜伝染病のま
ん延を防止するため必要があるときは、家畜防疫員
自ら実施できることとする。

・ 通行遮断・制限の期限を４８時間以内から７２時間
以内に延長。

【わら等に関する輸入検疫・国内防疫措置の強化】
・ 原因究明等の報告徴収の対象に、飼料の販売、製
造又は輸入の事業を行う者を追加。

・ 穀物のわら等を輸入検疫対象等に追加。

・ 患畜等のと殺、焼埋却については、畜産経営の大規
模化が進行している中で、家畜所有者自身では迅速な
防疫対応が困難な場合には、家畜の所有者への指示
に代えて家畜防疫員が自ら実施できるようにすべき。

・ 発生時の通行遮断について、地域社会の生活、経済
への影響を考慮しつつ、大量の家畜の処分等が必要な
場合に対応するため、現行の「４８時間以内」を延長す
べき。

・ 粗飼料等を介した感染経路の調査が必要となってい
ることを踏まえ、飼料製造業者、輸入業者、販売業者等
から報告を求めることができるようにすべき。

・ 輸入粗飼料を介した口蹄疫の侵入のおそれに対応し、
わら及び乾草について、輸入禁止、届出及び輸入検査
の義務化等が可能となるよう措置すべき。

家畜防疫に関する研究会骨子（抄） 家畜伝染病の一部を改正する法律（抄）



○ 平成１６年の家畜伝染病予防法改正において、重要な疾病について、検査、消毒、家畜等の
移動の制限等と総合的に実施するための防疫指針を作成することとされ、口蹄疫に関する特定
家畜伝染病防疫指針を作成・公表（平成１６年１２月作成）

防疫指針の作成について

＜指針の概要＞
基 本 方 針

殺処分について 移動等の制限 ワクチンについて

・都道府県はあらかじめ市町村等と協議
を行い、処理方法を検討し、焼埋却の場
所の確保に努めるよう指導・助言

・まん延防止のため疑似患畜を早急に
殺処分

・移動・搬出制限区域の設置

・移動制限区域内のと畜場の閉
鎖や催し物等の開催の制限

・ワクチンは発症の抑制には効果があるものの、感染
を完全に防御することはできない
・まん延防止が困難であると判断された場合、ワクチン
の使用を検討

異常の通報～疑似患畜確定時の流れ 疑似患畜確定以降について

・農家から各都道府県へ口蹄疫が疑われる異
常の通報

↓

・家畜保健衛生所から家畜防疫員が現場へ急
行し、症状や経緯等を確認

↓

・口蹄疫が否定できない場合、動物衛生研究所
海外病研究施設（小平）へ病変部材料を送付

↓

・動物衛生研究所からの検査結果及び県から
の現地調査結果等から判断

↓ （陽性の場合）
・動物衛生課と都道府県とで調整し、マスコミに
口蹄疫発生の旨をプレスリリース

対策本部の設置
人員の確保

移動制限区域の設定
消毒等

汚染物品の処理 感染源及び感染経路の究明

・発生都道府県及び農林水産省に対
策本部をそれぞれ設置

・原則として発生農場から半径１０km

を移動制限区域、半径２０kmを搬出制
限区域とそれぞれ設定

・疑似患畜の排せつ物等は焼却又は
埋却を原則とするが、困難な場合は拡
散防止措置を行った上でたい肥化

・防疫に必要な人員は関係機関・団体
の協力を得て確保

・想定を超える大規模な発生があった
場合、自衛隊への派遣要請を行う

・消毒はその対象物に応じ、口蹄疫ウイ
ルスに有効な苛性ソーダ等により消毒

・本病の感染源及び感染経路を究明し、
家畜、人及び車輌の移動、飼料の利
用、物品の移動、野生動物との接触の
可能性等を網羅的に調査する。



○ 本年１月及び４月の韓国における口蹄疫の発生を受け、都道府県や畜産団体に対し、飼養衛
生管理の徹底等、防疫対策に万全を期すよう、関係者に周知するよう依頼。

○ ４月２０日、宮崎県における口蹄疫の発生を受け、都道府県に対し、関係者への通知、危機管
理体制の点検、緊急調査の実施等を依頼。

注意喚起後の都道府県の対応について

注意喚起の通知を受け、
全都道府県が県内関係者への情報提供を実施

鹿児島県作成の注意喚起チラシ

生産者団体 畜産農家 獣医師

◎宮崎県の対応 （１月の韓国での口蹄疫発生時）

関係者への周知方法は都道府県により様々
・書面（通知の写しの送付、広報誌、チラシ作成）
・電話、ＦＡＸ、農家訪問
・ 会議、研修会 等

宮崎県 生産者団体

畜産農家獣医師

通知送付・周知依頼

通知送付
電話

・症状周知
・健康観察・早期通報
・消毒の徹底
・飼養衛生管理状況
の遵守

通知送付



延岡家畜保健衛生所

都城家畜保健衛生所

家畜防疫員の配備状況について

家畜防疫
員

家保数
家保獣医師
１名当たり
管理頭数

（人）
（箇
所）

（Ｕ＊／
人）

北海道 183 14 8,465

鹿児島
県

76 6 9,976

宮崎県 47 3 11,430

茨城県 48 4 7,225

千葉県 66 4 5,105

平均 46 4 3,055

＊家畜衛生単位（Ｕ）：牛、豚、鶏の飼養頭数を換算係数
に基づき換算したもの（牛：豚：鶏＝1：0.2：0.01）

○ 家畜防疫員１名当たりの管理頭数は都道府県の中で宮崎県が最大。

○ 宮崎県からの要請に応じ、各都道府県から、のべ5,046人の家畜防疫員を宮崎県に派遣。

宮崎家畜保健衛生所

所長

副所長

管理飼料課

衛生課

検査課

家畜防疫員 ２３名
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口蹄疫に対する水際対策について
○ 発生国からの偶蹄類の動物及び畜産物等は、原則輸入禁止。

○ 中国産稲わらについては、以下の条件を満たしたものに限り、輸入可能。

（韓国及び台湾からの稲わらは、現在輸入禁止。）

・ 過去３年間、半径 50 km 以内で口蹄疫が発生していない地域で生産されたもの

・ 農林水産大臣の指定した施設において、湿熱 80 度以上で 10 分以上加熱処理されていること 等

○ 国際空海港において、口蹄疫及び鳥インフルエンザ発生国からの車両消毒及び旅客等の靴底消毒を実
施。

空海港における
消毒マット

人・車両は消毒
マットの上を通過。

空港の検疫ブース前

海港

大臣指定施設
・ワンウェイ化施設
・加熱処理
（８０℃、１０分以上）

加熱後、当該施
設において密封
式コンテナに封印

植物防疫の観点からも、
（１）加熱処理が条件
（２）現地で植物防疫官の立会

家畜防疫官による
現物検査

合格植物防疫官による
現物検査

中国からの稲わらの検疫

過去３年間半径50km 

以内で発生がない地
域で生産


